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平成１８年度

決

算

　
平
成
　
年
度
の
一
般
会
計
と
特
別
会
計
決
算
が
９
月
５
日
か
ら
　

１８

１２

日
ま
で
開
催
さ
れ
た
町
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
皆
さ
ん

が
納
め
た
税
金
な
ど
が
ど
の
く
ら
い
入
り
、
ど
の
よ
う
な
事
業
に
使

わ
れ
た
の
か
見
て
み
ま
し
ょ
う
。

図１　性質別支出の割合
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歳
入
は
前
年
度
比
３
億
円
減

　
平
成
　
年
度
の
一
般
会
計
の
歳
入

１８

総
額
は
　
億
４
１
９
７
万
円
、
前
年

６９

度
比
２
・
７
％
の
減
で
し
た
。
性
質

別
に
見
る
と
、
町
が
独
自
に
確
保
で

き
る
自
主
財
源
（
町
税
・
使
用
料
・

手
数
料
な
ど
）
は
全
体
の
　
・
８
％

２３

と
な
っ
て
い
ま
す
。
一
方
、
国
や
県

か
ら
配
分
さ
れ
る
お
金
や
町
債
（
町

が
資
金
調
達
の
た
め
政
府
や
銀
行
か

ら
借
り
た
お
金
）
な
ど
の
依
存
財
源

の
割
合
は
　
・
２
％
。
前
年
度
と
比

７６

べ
る
と
総
額
で
３
億
５
９
４
万
円
の

減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
項
目
別
で
は
、

国
か
ら
の
地
方
交
付
税
が
最
も
多
く

　
億
５
９
９
５
万
円
で
、
歳
入
全
体

３２の
　
・
０
％
を
占
め
て
お
り
、
前
年

４７
度
比
プ
ラ
ス
０
・
８
％
と
、
２
年
連

続
の
微
増
と
な
っ
て
い
ま
す
。

歳
出
は
土
木
費
が

％
の
減

２０

　
歳
出
の
総
額
は
　
億
５
５
４
６
万

６８

円
で
前
年
度
と
比
べ
土
木
費
が
お
よ

そ
３
億
円
の
減
、
農
林
水
産
業
費
が

４
９
０
０
万
円
の
減
。
全
体
と
し
て

は
マ
イ
ナ
ス
２
・
１
％
、
総
額
１
億

４
３
９
０
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　
項
目
別
に
見
る
と
最
も
多
く
支
出

さ
れ
た
の
が
民
生
費
で
　
億
１
４
７

１７

９
万
円
。
前
年
度
比
３
・
６
％
の
増

と
な
り
ま
し
た
。
主
な
使
い
道
と
し

て
は
児
童
福
祉
費
の
６
億
９
５
４
６

万
円
、
老
人
福
祉
費
３
億
８
３
１
０

万
円
が
あ
り
ま
す
。
続
い
て
多
い
の

一般会計

◆特別会計の決算額

【５】

主な事業の決算額（単位：万円）

重度心身障害者医療費給付費４,３６６　身体障害者支
援費４,４８１　知的障害者福祉費１８,９４１　老人福祉費
３８,３１０（老人保護措置委託料１,４０３、平安荘整備補助
金２,０００）　児童福祉費６９,５４６（民間保育所運営委託
料２８,２２３、小学校修了前特例給付金１０,５３１、母子家庭
等医療費給付費１,２８５）、子育て支援事業費２,４７５

民 生 費

道路新設改良費６,００１（長林大浦線改良工事費５,４４２）
町道維持補修工事費３,５００　土地区画整理費５１,８２１
（細浦柳沢線整備工事費１,８４３、整地等工事費４,４３７、
街路等整備工事費４,６７５、建物等移転補償費３７,２５９）
町営住宅環境整備工事費１,６６４　住宅市街地等整備
工事費１,６２７

土 木 費

行政区長報酬１,８４６　定期路線バス運行委託料１,３６４
広報やまだ印刷製本費７１６　各種電算機器等保守委
託料７５８　国土調査費１,０９２　県知事県議選挙費５３７

総 務 費

町債元金償還金８１,７３３　町債利子償還金１８,７２０公 債 費

大浦小屋根等施設整備工事費２,３２６　小・中学校パソ
コンリース料２,８１１　スクールバス運行委託料１,２４８
海外研修旅行業務等委託料８３９

教 育 費

林業振興費３,１７９（部分林組合分収造林売払交付金
２,１０２、森林整備地域活動交付金６００）　田の浜地区
漁業集落環境整備事業費４,０５０（集落道改良工事費
１,５９９、緑地広場整備工事費１,３３４）　大沢漁業集落
環境整備事業集落道改良工事費３,１００

農 林 水
産 業 費

老人保健費４,６７３（各種検診委託料４,１２０）　リサイク
ル資源回収事業報償金４５８　斎場火葬炉補修工事費
８２２　浄化槽設置整備事業補助金２９１　宮古地区広
域行政組合（衛生関係）負担金２８,４３９

衛 生 費

宮古地区広域行政組合（消防関係）負担金３１,５６４　
非常勤消防費３,７５０　防火水槽築造工事費（飯岡地
区）４８４

消 防 費

山田の魅力発信実行委員会補助金５００　商工会事業
運営費補助金５００　旅行村管理費２,４３９

商 工 費

議員報酬５,１０３　議会だより発行２４８議 会 費

農林水産業施設災害復旧費575　土木施設災害復旧
費２,７７８　その他公共施設災害復旧費９６

災害復旧費

出稼ぎ者健康診断委託料３１労 働 費

特別会計の決算状況
　特別会計って何？

　特別会計とは、特定の事業を行う場合や特定の収入で

事業を行う必要がある場合に、一般会計と区分して経理

をするため、条例で設置するものです。

　特別会計で管理することにより試受益と負担の関係や

事業ごとの収支をより明確にすることができる試適正な

受益者負担、事業収入の確保や歳出削減努力を進めるこ

とができる雌雌などのメリットがあります。

　本町の特別会計は国民健康保険、老人保健、介護保険

（事業勘定）、介護保険（サービス事業勘定）、簡易水道事

業、漁業集落排水処理事業、公共下水道事業の７会計で

す。なお、平成１８年度から土地取得事業特別会計が廃止

され、介護保険（サービス事業勘定）が新設されました。

　全特別会計の総額は歳入６２億４,６６５万円、歳出６１億

２,９９５万円で、差し引き１億１,６７０万円が１９年度に繰り越

されています。

　各会計の主な支出額

試国民健康保険　保険給付費１７億７４５万円、老人保健医

療費拠出金３億８,８９８万円

試老人保健　医療給付費１７億７,２６８万円

試介護保険（事業勘定）　保険給付費１１億３,６０９万円

試介護保険（サービス事業勘定）　居宅介護支援事業費

 １１２万円

試簡易水道事業　配水管布設替工事費３,２５５万円

試漁業集落排水処理事業　下水管 渠 布設工事費７０５万円
きょ

試公共下水道事業　山田地区下水道管渠等設計委託料 

２,０００万円、山田地区下水道整備工事費１億８,２００万円

歳　　出歳　　入名　　　称

２５億１,８８０万円２５億６,８１５万円国 民 健 康 保 険

１８億５２４万円１８億５２６万円老 人 保 健

１２億４７７万円１２億６,７１５万円介護保険（事業勘定）

１１２万円１２９万円介護保険（サービス事業勘定）

８,２７９万円８,５１９万円簡 易 水 道 事 業

１億４,５９４万円１億４,７１９万円漁業集落排水処理事業

３億７,１２９万円３億７,２４２万円公 共 下 水 道 事 業

が
土
木
費
の
　
億
２
８
５
０
万
円
で

１１

前
年
度
と
比
べ
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と
　
・
６
％
の
減

２０

と
な
り
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
町
営
住

宅
柳
沢
団
地
建
設
事
業
の
見
直
し
や

堆
 肥
 セ
ン
タ
ー
建
設
工
事
の
完
了
な

ひ

ど
に
よ
る
も
の
で
す
。
土
木
費
の
主

な
使
い
道
は
、
土
地
区
画
整
理
費
５

億
１
８
２
１
万
円
、
道
路
新
設
改
良

費
６
０
０
１
万
円
な
ど
が
あ
り
ま
す
。

投
資
的
経
費
が
３
・
５
ポ
イ
ン
ト
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一
般
会
計
の
歳
出
を
性
質
別
に
分

け
た
も
の
が
４
㌻
の
図
１
で
す
。

　
公
共
施
設
の
建
設
や
道
路
整
備
な

ど
、
わ
た
し
た
ち
の
快
適
な
暮
ら
し

実
現
の
た
め
に
使
わ
れ
た
投
資
的
経

費
の
割
合
は
　
・
０
％
で
、
前
年
度

１４

と
比
べ
る
と
３
・
５
ポ
イ

ン
ト 
減
少
と
な
り

ま
し
た
。
消
費
的
経
費
は
　
・
０
％

５７

で
、
そ
の
う
ち
人
件
費
が
　
・
１
％
、

２５

各
種
機
関
や
団
体
な
ど
へ
の
負
担
金
、

補
助
金
を
支
出
す
る
補
助
費
が
　
・
１２

０
％
、
未
就
学
児
の
福
祉
や
医
療
費

（
福
祉
的
要
素
の
強
い
も
の
）
に
充
て

る
扶
助
費
は
　
・
９
％
で
し
た
。
事

１０

務
費
や
各
種
検
診
の
委
託
料
な
ど
に

充
て
る
物
件
費
が
８
・
３
％
、
公
債

費
は
　
・
７
％
で
、
前
年
度
に
比
べ

１４

０
・
７
ポ
イ

ン
ト 
増
加
し
ま
し
た
。

　
年
々
さ
ら
に
厳
し
さ
を
増
す
財
政

状
況
の
中
、
よ
り
一
層
の
経
常
経
費

（
人
件
費
や
物
件
費
な
ど
）の
節
減
に

努
め
な
が
ら
、
今
日
の
複
雑
多
様
化

す
る
行
政
需
要
に
対
応
し
た
町
づ
く

り
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。


